
主な支援内容（活用メリット）

詳しくは、経済産業省ホームページ▶ 経済産業省 地域未来 検索

設備投資に対する
税制優遇
（課税の特例）

金融による支援
日本政策金融公庫からの固定金利での貸付け等を受けることが
できます。

補助制度での
審査上の優遇

国の補助制度／IT導入補助金、ものづくり補助金などにおいて加
点措置・優遇措置を受けることができます。

対象設備 特別償却 税額控除

機械装置・器具備品 35% 4%

上乗せ要件を満たす場合 ５０％ ５～６％

建物・附属設備・構築物 20％ ２％



お問合せ 神奈川県産業労働局産業振興課 新産業振興グループ

電話 045-210-5639

申請様式等は、県ホームページ▽

神奈川県 地域未来 検索

事業計画の内容が次の分野に該当すること

高い付加価値を創出すること（付加価値創出額：6,900万円以上）

次のいずれかの経済的効果が見込まれること要件3

要件2
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【主な支援】 ※１

■税制優遇※２
国税（法人税・所得税）の税額控除
または特別償却

■補助制度
国の補助制度における審査上の優遇等

■金融
日本政策金融公庫低利融資

※１ 支援の活用においては、別途、申請・審査等が必要となります。

各支援窓口に御確認ください。

※2 地域経済牽引事業計画の承認前に着工した建物・取得した設備等

は各種支援措置の対象となりません。

Step１ 神奈川県への申請 Step２ 国への申請 Step３ 税務署への申請

要件１

● 事前相談

● 事業計画（ドラフト）提出

(約２か月)

● 本申請

(約１か月)

● 県知事の承認を取得

● 建物の着工

● 事前相談

● 事前締め切り

● 確認申請書の締め切り

● 主務大臣による確認日

● 建物・設備の取得

●確定申告時に税務署へ申告

【参考】令和７年度の国への申請スケジュール

日程 第45回 第46回 第47回

事前締切り ８月21日 10月14日 12月15日

確認申請書の締切り ９月16日 11月５日 １月13日

主務大臣による確認日 11月28日 １月30日 ３月26日

国税庁HP

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer
/hojin/5436.htm

支援を希望する事業者は、事業および投資計画を記載した「地域経済牽引事業計画」を作成し、

県知事の承認を受ける必要があります。

地域未来投資促進法の活用フロー

地域経済牽引事業計画の承認要件

①ライフサイエンス ②未病 ③ロボット④脱炭素関連産業 ⑤観光 ⑥デジタル関連
⑦成長ものづくり（自動車、航空機部品、IT/エレクトロニクス等）
⑧成長ものづくり（新素材等） ⑨食品関連産業

①取引額10％増加②売上１０％増加③雇用者数４％増加④雇用者給与等支給額12％増加

申請に係るスケジュール （一般的な例 ・税制優遇を利用する場合）

※詳細については国税庁HPを

御確認ください。

検索ワード：地域未来投資促進税制


